
 

 

 

 

コーポレートガバナンス・コードに基づく情報開示 

 

 

関連当事者間の取引に係る枠組み 
 

 

【原則１－７．関連当事者間の取引】 

上場会社がその役員や主要株主等との取引（関連当事者間の取引）を行う場合には、そう

した取引が会社や株主共同の利益を害することのないよう、また、そうした懸念を惹起す

ることのないよう、取締役会は、あらかじめ、取引の重要性やその性質に応じた適切な手

続を定めてその枠組みを開示するとともに、その手続を踏まえた監視（取引の承認を含む）

を行うべきである。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

≪自己取引ガイドライン≫ 

当社は、株主の利益を保護するため、取締役、監査役などの当社関係者や主要株主がそ

の立場を濫用して、当社や株主の利益に反する取引を行うことを防止するための「自己取

引ガイドライン」等の基準を定め、この概要を公表する。 

（コーポレートガバナンスガイドライン第 11 条 1 項） 

 

≪自己取引ガイドラインの概要≫ 

当社は、役員等との取引において、請負、売買契約を締結する場合、契約の概要、原価

率、会社から受ける特典内容等を取締役会事務局に提出させ、取締役会にて一般的な取引

と比較を行うなどして審議しています。また、取引実施後に、取締役会での事前審議の内

容に差異がないかを確認するため、取締役会での事後報告を義務付けております。 

 


